
 

 

 

 

 

 

 

令和９年度 

習志野市障がい者相談支援事業 

業務委託事業者募集要項 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年１０月 

 

習志野市健康福祉部 

障がい福祉課



2 
 

１．公募の趣旨 

習志野市では、習志野市障がい者基本計画及び習志野市障がい福祉計画に基づき、

障がいのある人もない人もともに暮らしやすい地域社会の実現を目指している。そ

のため、障がい者及び障がい児に対する相談支援体制を充実させ、地域課題に対応

した障がい福祉サービスを提供する必要がある。そこで、よりよい障害福祉サービ

スの提供を目指し、事業者に提案を求めるため、プロポーザル（公募型）により選

考を行い委託するものである。本公募は、事業者の提案を通じて、より効果的な相

談支援体制を構築し、障害福祉サービスの質を向上させることを目的としている。 

 

２．公募する障がい者相談支援事業所の対象者、設置場所 

障がい者相談支援事業所を開設・運営する事業者各１者を次のとおり公募する。 

ただし、１事業者が複数の障がいを対象として事業を行うことを可能とする。 

 

（１）対象 

対象障がい 相談対象 設置数 募集事業者数 

身体障がい 主に身体障がいの

ある人及びその家

族、介護者、関係

機関 

１ １ 

知的障がい 主に知的障がいの

ある人及びその家

族、介護者、関係

機関 

１ １ 

精神障がい 主に精神障がいの

ある人及びその家

族、介護者、関係

機関 

１ １ 

   

  ※この他、「難病」、「高次脳機能障がい」、「発達障がい」等の相談についても、対

象者の状態に応じ、各対象障がいにて対応することとする。 

 

（２）設置場所 

設置場所は習志野市内で、交通の利便性の良い、相談対象者に配慮した場所を、

受託者が用意すること。 

 

 

３．委託期間 

  委託期間は、令和９年４月１日から令和１０年３月３１日までとする。 

令和１０年度以降の委託予定については、別に定める評価基準により実施状況が良

好と認められ、双方が合意した場合には、原契約を含めて最大３年まで更新ができ

ることとする。また、継続の意思がない場合は契約終了の６カ月前までに、委託者、

受託者ともに相手方へ通知するものとする。 
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４．契約上限額 

  業務委託に係る契約額の上限額は、下記のとおりとする。 

  令和９年度：以下の表１のとおり 

 

表１ 

身体障がい 知的障がい 精神障がい 上限額（税込） 

○ ○ ○ 25,128,000 円 

○ ○ × 12,564,000 円 

○ × ○ 19,097,000 円 

○ × × 6,532,000 円 

× ○ ○ 19,097,000 円 

× ○ × 6,532,000 円 

× × ○ 12,564,000 円 

 

５．応募資格 

（１）申請者の応募資格 

以下のすべての条件を満たすもの 

①  習志野市内で障がい福祉活動の実績がある事業者 

② 令和９年３月３１日の時点で習志野市において指定一般相談支援事業又は指

定特定相談支援事業の指定を受けている又は指定を受ける見込みがあり、常

勤の相談支援専門員が配置されているまたは配置する見込みのある事業者 

③ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第３６条第３項各号の規定に該当しないこと 

④ 習志野市建設工事請負業者等指名停止措置要綱（平成１８年４月１日施行）

に基づく指名停止措置又は習志野市契約における暴力団対策措置要綱（平成

１２年２月１日施行）に基づく指名除外措置を、本契約業務の募集の日から

契約候補者決定の日までの間、受けていない者であること、又は受けること

が明らかである者でないこと 

⑤ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のほか、

次の各号に該当しない者であること 

ア．手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は本委

託業務の契約候補者決定の日より過去６か月以内に手形、小切手を不渡りし

た者 

イ．会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを

している者又は申立てがなされている者であって、更生手続開始決定を受け

ていない者 

ウ．民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを

している者又は申立てがなされている者であって、再生手続開始決定を受け

ていない者 
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６．障がい者相談支援事業の業務内容 

仕様書のとおり。なお、関係法令等の改正に準ずる業務内容の変更等に対しては、協

議により決定する。 

 

 

７．募集及び選考スケジュール 

令和８年１０月２７日(火) 

市ホームページに募集掲載 

※候補者説明会は開催しないものとし、市ホ

ームページに掲載する募集要項等の関係

書類等を確認すること。 

令和８年１０月２７日(火)から 

１１月９日(月)午後４時３０分まで 
質問書受付期間 

令和８年１１月１６日(月)（予定） 質問書の回答 

令和８年１１月２４日(火) 応募申請受付開始 

令和８年１２月１５日(火) 

午後４時３０分まで 
応募申請受付終了 

令和８年１２月２４日（木）（予定） プレゼンテーション 

令和９年１月７日（木）（予定） 候補事業者の決定、通知、公表 

 

 

８．応募の手続き等 

（１) 募集要項等の配布 

募集要項等を市ホームページに掲載する。様式は、必要に応じダウンロードし

て使用するものとする。 

 

（２）質問書について 

募集要項等の内容及び実施場所の施設・設備について次により質問を受け付け

る。 

① 受付期間 

令和８年１０月２７日(火)から令和８年１１月９日(月)まで 

② 提出方法 

質問書(別記第４号様式)により作成のうえ、習志野市障がい福祉課へＥメール

により提出するものとする。なお、提出後、必ず習志野市障がい福祉課へ電話にて

受信確認を行うこと。電話等での質問には応じない。 

③ 質問に対する回答 

回答は令和８年１１月１６日(月)に市ホームページに掲載する。 
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（３）応募申請 

① 受付期間 令和８年１１月２４日（火）から令和８年１２月１５日（火）まで 

（ただし、土曜、日曜日を除く。） 

午前９時から午後４時３０分まで 

② 提出先  習志野市役所 健康福祉部 障がい福祉課 

③ 提出方法 持参(受付時間は、平日午前９時から午後４時３０分までに限る。)若

しくは郵送によることとする。Ｅメールでの提出は受け付けない。持

参による場合は事前に習志野市障がい福祉課へ電話連絡すること。郵

送による場合は、書留とし、封筒に「習志野市障がい者相談支援事業

業務委託プロポーザル提出書類在中」と朱書し、締切日必着とする。 

 

（４）書類記入に当たっての留意事項 

① 各様式に関する事項等 

ア．使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準 

時に定める単位とする。 

イ．提出書類は返却しない。 

ウ．提出書類作成に必要な費用は、提案事業者の負担とする。 

エ．提出期限を過ぎてからの記載内容の追加、修正はできない。 

オ．委託者の求める要件に対応した記載がない場合、当該機能等の提案が無いものと

判断する。 

カ．本応募において委託者が取得した個人情報については、当該評価に係る目的以外

には一切使用せず、第三者には提供しない。 

キ．提出された提案書等の書類は、法人・個人の著作物であっても「習志野市情報公

開条例(平成９年条例第１７号)」に基づき情報公開の対象となる。情報公開請求

があった場合は、同条例第８条各号に定める非公開情報(個人情報や、公開する

と法人等の正当な利益を害するおそれがある情報など)が記載されている部分を

除き、公開することとなる。 

ク．提出書類の内容が著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法

令に基づいて保護される第三者の権利の対象になっている場合で、それを使用し

た結果の責任は、応募者が負うこととする。 

ケ．提出書類はプロポーザルの実施に必要な範囲内において、複製、複写することが

ある。 

② 失格条項 

次のいずれかに該当するときは、失格とする。 

ア．資格要件を満たさない者が書類を提出したとき。 

イ．書類に虚偽の記載があったとき。 

ウ．提出方法、提出期限を守らないとき。 

エ．選定委員(本募集要項９に記載)に対し、審査の公平さに影響を与える接触を行っ

たとき。 

オ．その他選定委員会(本募集要項９に記載)が不適格と認めたとき。 
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表２ 提出書類 

 書類名 備考 様式 

１ 
習志野市障がい者相談支援事業業務委

託 応募申請書 
 様式１ 

２ 定款   

３ 
法人の登記事項証明書 

（履歴事項全部証明書） 

提出書類提出日より３か

月以内に発行されたもの 
 

４ 印鑑証明 
提出書類提出日より３か

月以内に発行されたもの 
 

５ 事業者組織図  様式自由 

６ 代表者履歴書  様式自由 

７ 役員名簿  様式自由 

８ 事業経歴、実績書  様式自由 

９ 事業者概要 

現在、運営している施設 

又は事業に関する資料、 

パンフレット可 

様式自由 

１０ 誓約書  様式２ 

１１ 
習志野市障がい者相談支援事業業務委

託 提案書 
 様式３ 

１２ 収支予算書  
参考様式 

あり 

１３ 見積書  
参考様式 

あり 

※上記以外に書類の提出を求める場合がある。 

※複数の障がいを対象とする場合は、各対象障がいについて、それぞれの提出書類を

提出すること 
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＊提出書類は特段の定めがない限りＡ４縦型とし（図面等はＡ４に折りたたむ）、表

紙並びに背表紙に「障がい者相談支援事業業務委託（●●障がい）応募申請書」、「事

業者名」、「正本」「副本」の区別を記載し、各書類等の間には仕切りとして白紙を挟

み、これにインデックスを添付して縦長Ａ４紙ファイル等に綴じる。 

 
 

（５）提出部数  正本１部（見積書を１部添付、記名押印すること）、副本３部（見

積書の添付は不要。）、副本１部の内容が格納されたＣＤ－Ｒ１枚

を提出すること。 

         正本は、事業者名を記載したものを提出すること。副本３部は、

正本と同じ内容であるが、法人名の特定につながるような記述

（事業所名等の名称及び代表者名等）を記入せず（又は黒塗り）、

法人印を押印していないものを提出すること。 

 

 

９．審査・選考 

（１）選考方法 

①習志野市障がい者相談支援事業業務委託法人及び習志野市基幹相談支援センタ

ー運営業務委託法人候補者選考・評価委員会設置要領（以後「委員会」という。）」

において、提案者の行うプレゼンテーションの内容により、提案者の審査、事

業者選考を行う。その後、市長が候補事業者を決定する。 

②プレゼンテーションを行う場所は、習志野市役所庁舎内とし、詳細は個別に通

知する。 

③プレゼンテーションは、１事業者４０分程度とし、冒頭２０分以内で提案者か

らのプレゼンテーションを受け、その後本市からのヒアリングを２０分程度実

施する。入退室の時間は含めないものとする。ただし、２つの障がいを対象と

する場合、プレゼンテーションは、１事業者６０分程度とし、冒頭３０分以内

で提案者からのプレゼンテーションを受け、その後本市からのヒアリングを３

０分程度実施する。また、３つの障がいを対象とする場合、プレゼンテーショ

ンは、１事業者８０分程度とし、冒頭４０分以内で提案者からのプレゼンテー

障
が
い
者
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談
支
援
事
業
業

務
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託
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●
障
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い
卐
応

募
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請
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事
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名 
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は
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本
卐 

 
障がい者相談支援

事業業務委託（●

●障がい） 

応募申請書 

 

事業者名 

正本（または副本） 
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ションを受け、その後本市からのヒアリングを４０分程度実施する。入退室の

時間は含めないものとする。 

④プレゼンテーションの会場に入室できるものは１事業者３名以内（２つの障が

いを対象とする場合は４名以内、３つの障がいを対象とする場合は５名以内）

とし、委託業務に従事する予定の者が出席すること。 

⑤プレゼンテーションの際に、パワーポイント等の使用を可とするが、説明内容

は提出書類と同一とし、要点を簡潔にまとめること。提出書類に記載のない提

案を盛り込んだ説明をすることは認められない。また、資料などは事業者名を

特定できないように塗りつぶすなどすること。プロジェクター（ＨＤＭＩ対応）、

スクリーン、電源は事務局で用意するが、使用するパソコンは応募者が用意す

ること。 

⑥評価は委員会において、委員が審査項目及び評価基準による合計点に基づき高

得点順に順位を付け、最も順位の高かった提案者を第１位の候補事業者と決定

する。第２位以下も同様とする。同点の場合は、委員会において、審査を行い

採決により決定する。 

⑦複数の対象障がいを応募している場合に関わらず、対象障がいごとに評価を行

い、対象障がいごとに、候補事業者の決定を行う。 

⑧提案者が１者のみとなった場合でも本選考は実施する。 

⑨習志野市障がい者相談支援事業業務委託候補事業者選考評価項目(表３)につい

て審査する。 

（２）選考結果 

①選考結果は応募したすべての事業者に文書で通知する。 

②審査の結果によっては、候補事業者なしとする場合もある。 

③令和９年習志野市議会第１回定例会において、令和９年度習志野市一般会計予

算が否決された場合は、本業務委託契約の締結は行わないこととする。 

（３）応募及び選考結果の公表 

①選考結果は、応募者に通知するほか、契約候補者を市ホームページで公表する

（応募状況及び審査状況により変更する場合がある）。 

市ホームページでは、第１位契約候補者名及び評価結果を公表する。 

審査及び選考結果に関する問合せには応じない。また行政不服申立の対象外で

あるため、応募者は審査及び選考結果に対する異議を申し立てることはできな

い。 

 

 

１０．応募にあたっての留意事項 
（１）応募にあたっては、本募集要項及び仕様書を熟読すること。 

（２）提案は、１事業者につき１提案までとする。ただし、複数の障がいを対象とす

ることはできる。 

（３）応募に係る費用は、申請者の負担とする。 

（４）公募の公平性を期すために、質問書以外の応募に係る個別の相談等の問い合わ

せについては応じない。 

（５）提出書類について 
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① 提出書類一式は返却しない。また、提出書類等の著作権は、提案者に属する

が、習志野市情報公開条例（平成９年条例第１７号）の規定により情報公開

請求があった場合は、提出書類を公開する場合がある。 

②  提出後の書類の変更、差し替え又再提出は受付期間中に限り認める。その後

の書類の変更、差し替え又は再提出は、明らかな誤り、軽微な修正を除き、認

めない。 

③ 提案に係る書類は、本プロポーザルのために使用するものとし、市に無断で

その他の目的に使用しないこと。 

（６）以下の場合、応募を無効とする場合がある。 

① 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

② 本募集要項に示す内容に従わない提案である場合 

③ 見積額が、契約額の上限を超える場合 

（７）応募を取り下げる場合は、速やかに辞退届（任意様式）を提出すること。 

 

１１．問合せ先 

担当課  習志野市役所 健康福祉部 障がい福祉課 

住 所  〒２７５－８６０１  

習志野市鷺沼２－１－１ 

 電 話  ０４７－４５１－１１５１（内線２１５） 

 F A X  ０４７－４５３－９３０９ 

E-mail  syogaifu@city.narashino.lg.jp
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表３ 習志野市障がい者相談支援事業業務委託事業者選考評価項目 

 

評 価 項 目 配点 

１．  業務遂行体制及び履行保証 

４５ 

 (1)配置予定職員の専門的業務経験 

 (2)職員の人員体制及び欠員が生じた場合の体制確保 

 (3)障がい者支援の実績 

 (4)職員の資質向上の取組み 

 (5)指定一般相談支援又は指定特定相談支援の指定見込み 

２． 業務実効性 

４５ 

 (1) 障がい者相談支援事業の基本的な考え方 

 (2)地域課題分析と解決に向けた取組み 

 (3)関係機関との連携 

 (4)権利擁護・障がい者虐待の理解と取組み 

 (5)委託料見積額 

３． 業務管理 

１０  (1)個人情報保護及び管理方法 

 (2)緊急時・苦情の対応 

          合 計 １００ 
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参考資料 

 

 

 

１．令和５年度から令和７年度まで 障がい者相談支援事業委託実施状況 

 

令和５年度相談実績（延件数） 

相談実績延件数(身体障がい・知的障がい) ４，７９０件 

相談実績延件数(精神障がい) ６，１５１件 

 

令和６年度相談実績（延件数） 

相談実績延件数(身体障がい・知的障がい) ５，０５９件 

相談実績延件数(精神障がい) ６，８３５件 

 

令和７年度相談実績（延件数） 

相談実績延件数(身体障がい・知的障がい) ４，０２５件 

相談実績延件数(精神障がい) ６，３４３件 

 

 

 

２．障がい者手帳所持者数（令和８年３月末現在） 

 

身体障害者手帳 
療育手帳 

（知的障がい者） 

精神障害者 

保健福祉手帳 

自立支援医療 

（精神通院） 

４，０７３人 １，３１９人 ２，１６３人 ３，２１０人 

 


